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話題提供者２の専門的背景

専門：異文化コミュニケーション学、組織コミュニケーション（ディス
コース）研究

テーマ：

１）日本国内で活動する多文化（多国籍）組織／チームの研究

⇒外国人部下と日本人上司とのコミュニケーション：

外国籍の部下の認知➡日本人上司の認知

方法：ライフストーリー・インタビュー／グラウンデッド・セオリー

⇒多文化ヴァーチャルチームの研究を開始

２）多面的な現象理解を促すコンテクスト・シフティング（Context 

shifting）という認知的実践の研究
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社会的背景：日本企業の多文化・多国籍化⇒
異文化ミスコミュニケーション

近年、日本企業には、留学生を積極的に採用するケースが増
え、そのメンバー構成において、徐々に多文化化・多国籍化
が進んでいる。

さまざまな精神文化（価値観、世界観、共有知識、思考様式、
喜怒哀楽や興味関心といった情意活動）行動文化（言語・非
言語のコミュニケーションスタイル）、物質文化（衣服、食
文化、デジタル・ツールその他）が国内の職場に持ち込まれ、
交錯する。

異文化ミスコミュニケーション（笠原, 2013, pp. 104-105）
⇒異文化ストレスが起きやすい状況
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留学生の採用目的（複数回答、N=248）
株式会社マイナビ（2021）による「2021年卒 企業 外国人留学生採
用状況調査」

「国籍を問わず、優秀な人材確保のため」が割合として最も
高く60.9％であった。→4年連続

通常想起される国際業務に起因する採用は18.5％にとどまっ
ている。

異文化コミュニケーション研究・教育の分野で頻繁に言及さ
れる「異文化の価値観や発想力などを取り入れる」
（7.7％）やダイバーシティ推進（13.7％）といった目的の
割合は高くない。

⇒傾向として、文化的多様性を活かすという志向性が弱い？
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採用実績（マイナビ, 2021）

4名以下が約8割であり、1名採用というのが全
体の55.4％である。

業種（製造業・非製造業などの区分）や地域に
よって採用数に多様性がある点に留意しつつも、
全体の傾向として、まずは、日本に生活の基盤
がある留学生で、かつ、少数で優秀な外国人留
学生を採用しようという多くの日本企業の意図
がみてとれる。

⇒傾向として、多様性を最小化した形で、日本の
企業に適応してもらうというねらい？
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日本国内の職場環境における傾向を
踏まえた話題提供の焦点

傾向：日本人社員中心の部署で少数の外国人社員が
働く職場が想定され、外国人社員はそのような職場
環境で適応、定着し、キャリア形成をしていくこと
になる。

日本企業においては母国人である日本人が各部署の
長に任命されるケースが多く、オフィスにおける日
本人上司とのコミュニケーションが（元留学生）外
国人社員の適応、定着において重要な一側面である
考えられ、日本人上司の認知的志向性（思考プロセ
ス）に焦点を当てる。

6



適応・定着における日本人上司による
精神支援と文化支援の重要性

島田・中原（2014）のアンケート調査：

対象：日本の大学・大学院を卒業、修了し、日本企業に就
職して2年目から8年目の元留学生外国人社員（84社に132

名[有効回答数102名]）

日本人上司による、励ましなどの「精神支援」、ならびに
日本人上司が外国人社員の文化について理解を示す行動を
とったり、（職場を含めた）日本の文化について説明をす
る行動をとったりする「文化面の支援」が十分に得られな
い場合、業務の遂行にかかわる能力は身につけられたとし
ても、所属する企業への愛着が弱く、長期的なキャリア展
望をもてず、さらに職場満足度も低下する。
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上司の支援が必要な理由➡
外国人の受け入れ組織体制の不十分さ

企業：「外国人留学生採用の際の懸念
点/採用を行っていない理由」として、
「受け入れ体制が整っていない」が
58.0％（マイナビ, 2021）。※理由1位
「日本人で充足している」（62％）

全体社会：外国人労働者受け入れ態勢
「整っていない」86％（朝日新聞、
2018年12月29日第1面）
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受け入れ体制の不十分さ
（cf. 石黒, 2017）

①部門間にある外国人社員の受け入れに対する温度差、

②組織や社会の前提を十分に説明せず日本語上級者にも
わかりにくい日本人社員の高コンテクスト・コミュニ
ケーション、

③専門性を伸ばしていきたいと考える外国人社員には理
解しづらい様々な部署を経験させるジョブ・ローテー
ションの実施

④能力主義を謳ってはいても実質的な年功型評価の運用
といった組織的な壁など⇒外国人社員の転職を促す要因
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多文化で機能していると自認する日本人上司の動的思考プロセス（石黒, 2017；2020）
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リーダーの認知的志向性のポイント：

制限付きのダイバーシティ促進という特徴・弊害が日本的労働環境下に
ある多文化チームの中心的な問題として認識されている（組織的コンテ
クストに関する認知）。

一方で、日本人リーダーが認識している一つの重要な「帰結」として、
「チーム内のコミュニケーションにおいても大きな問題が顕在化してい
ない状況」（→定着率の向上？）がある。

帰結があれば、原因（要因）があり、その帰結につながる原因となる３
つのプロセス（→変化対応力）が介在している：

①移動性の高い認知（思考）②寛容型の情動 ③メンバー尊重型の行動

さらに、①、②、③は連動し、日本人リーダーが「緩衝体」として機能し、
①～③が直接的、間接的に問題を大きくしない効果を生み出している。

とりわけ、③メンバー尊重型の行動によって、外国籍メンバーの了解可能
性（cf. 石黒, 2012）を高めていると推論できる。
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異文化コミュニケーションの段階（Triandis, 2009）
に基づく日本人リーダーの意識・能力に関する考察12

①無意識・無能
（unconscious 

incompetence)

ミスコミュニケーションが生じ
ていることを意識していない

うまくいっていない
日本人社員

②意識・無能
（conscious 

incompetence)

ミスコミュニケーションを認識
しながらも、原因がわかってい
ない

うまくいっていない日
本人社員

③意識・有能
（conscious

competence)

文化差を理解し、効果的なコ
ミュニケーションを成立させる
ために努力をしている

うまくいっている日本
人社員

④無意識・有能
（unconscious 

competence)

効果的なコミュニケーションを
反射的に行える

うまくいっている日本
人社員



国内多文化チームにおける日本人リーダーの認知的志向性の継承モデル（石黒, 2020）
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「継承促進のプロセス」（１）：現リーダーの認知的複
雑性を次のリーダーへ伝える、もしくは、次のリーダー
が現リーダーからその認知的複雑性を学ぶプロセス

制度的な継承ツールの活用

フィードバック媒体：週報、月報⇒チームリーダー（課
長相当）がサマリーを一階層上のリーダー（部長）へ提示
し、部長がそのサマリーへフィードバックをする。

リーダーのフィードバックを見ることで、チームリー
ダーがフィードバックの仕方を学ぶことができる→継承
のツール

知識供与型研修：ダイバーシティ研修、リーダーシップ
研修、ファシリテーション研修



「継承促進のプロセス」（２）
個々の実践を通じて学ぶ・伝える：

他のリーダーの行為から学ぶ：チーム内外のリーダーもしくはメン
ターの言語・非言語行為から多文化チームの運営に必要なことを実際
の業務を通じて学ぶ意識を持っていること

例：「自分がチームの一員だったときのリーダーがやっていたのを見
て学んだ」（Ｃ氏）

時間（コンテクスト）の共有：リーダーがフォロワー（次のリー
ダー）とコンテクスト（場所、場面、対人関係、共有知識）を同じ時
空で共有しつつ、リーダーは伝え、フォロワーは学ぶという意識を指
す; 重要な会合に連れていく、食事を共にする →持論（cf. Tichy & 
Cohen, 1997）の言語化と共有

→同じ場で「寛容型の情動」「メンバー尊重型の行動」を学ぶ
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「意識の持ち方」：国内多文化チームのリーダーと
して重視すべき志向性の束➡変化対応力
外国籍社員の離職⇒危機感

グローバル化に対して組織的に対応できていないことへの危機感

変化＝常態：世界的な動向に精通しているリーダーたちは、常に変化している状況を感
じとっていて、変化に対して積極的に対応しよう、もしくはその変化についていかざる
を得ないと思っている

⇒（コミュニケーションにおいて）「背景を読む」（３つのレベル）

マクロ→業界・社会の動向：業界の世界的動向、日本企業の将来、社会の動向（ステー
クホールダーの視点））

メゾ→他国・他者との組織文化の違い（「この組織にいることが得って思ってもらえる
くらいサービスしないと（笑）」E氏）⇒「仕事と個人の組み合わせへの配慮」、取引
先の背景→取引先のニーズを理解する）

ミクロ→メンバー個人の多様性：多様なバックグラウンド、個人のモチベーション、性
格、「個人の尊重」

好奇心の発動：一例として、実際の現場で外国人メンバーと働く際には、相手に興味関
心を持てるかどうかが重要である。 ←外国籍メンバーへの関心の低さ（石黒, 2012）



「目指すべき実践」：多文化チームを運営するため
に、外国籍メンバーを含めたすべてのメンバーの目的、
立場、文化を尊重し、メンバーが自身の居場所があると
認識できるような機会をつくる実践を行なうこと

居場所づくり：チームメンバーが自分が居てもいい、安心感を
得られる場所をつくる意識を持っている。ただし、これだけで
は十分でない（離職してしまう）という意識（危機感）

←メンバー尊重型の行動の「疎外感の摘み取り」（声かけ等）

魅力的な文化の生成：メンバーに応じてチーム作りのために新
しい思考様式・行動様式を提示していく「仕事のイベント化」
（変わった実践「みんな、アイス食べに行こう」（E氏）：局
域的な（部署単位の）再コンテクスト化（コンテクストの前提
的指標）→日本的なまじめさ（A氏）からの脱脚



会場の皆様への問いかけ：

●外国人を雇用する日本の組織は
いかなる環境を整備し、外国人と
共に働く日本人（リーダー）はいか
なる能力を持っているべきか？

本日の話を踏まえ、皆様のご意見を
お聴かせいただければ幸いです。
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